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３．結果と考察

鉄道による貨客混載事業の対象となった路線長は
2,648km、過疎地域数は 283 地域であった。過疎地
域を都道府県別にみると、北海道が最も多い 35 地
域であり、続いて福島県の 16 地域、山形県の 14 地
域と、東北や北海道が多いことがわかる。路線長か
ら運転時間の省力化の度合いを算出すると、48,326
時間／年（＝ 2,648 × 2/40 × 365）となった。貨
客混載対象の過疎地域と鉄道路線は図 5 の通りで
あり、全国の多くの地方において対象路線が分布し
ていることがわかる。なお沖縄にも鉄道路線がある
が、過疎地域から離れているため対象路線とはなら
なかった。中には複数回対象となっている路線もあ
り、最大で単一路線が 3 回対象となったものは、湯
前線：くま川鉄道、佐世保線：九州旅客鉄道、予土線：
四国旅客鉄道、高野線：南海電気鉄道であった。

過疎地域～運送会社営業所の関係を距離別に集計
したものを図 6 に示す。最も多い距離は 10km であ
ることから、この条件のもとで鉄道による貨客混載
を実施したとしても短距離であると解釈できる。以
上の結果を鉄道会社別に集計したものを表 1 に示す

（距離が 30km 以上のもののみ掲載）。最も長い路線
は山陰線であり、次に紀勢線、奥羽線と続いている。
それ以外の路線を見ても、ほぼすべては過疎化が進
行した地域で営業している傾向にあった。この結果
について、山陰線と紀勢線を拡大した結果を図 7 に
示す。図より、山口県、島根県、鳥取県や和歌山県
南部では過疎化が進展した地域が多く、かつ鉄道路
線が存在することから、貨客混載区間として該当す
る鉄道路線が多い傾向にあることがわかる。しかし、
特に和歌山県南部では鉄道路線が沿岸部にあるため、
過疎地域の中心拠点から遠くなる例もある。このよ

 

  

図 5 貨客混 象の過疎地 鉄道路  

  

  

図  載 過疎地域と鉄 （拡⼤例  
  

図 4 貨客混載のイメージ

 

  

  

  

  

  
  

図 5 貨客混載対象の過疎地域と鉄道路線

 

  

図 5 貨客混載対象の過疎地 道路線 
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図 7 客 載 象の過 域と鉄道路 （拡  
  

図 6 貨客混載対象の過疎地域と鉄道路線

表 1 貨客混載対象の鉄道路線計（30km 以上）
 

図  貨客 のイメージ 

  

順位 鉄道会社 路線名 距離計（km)
1 西日本旅客鉄道 山陰線 170.6
2 西日本旅客鉄道 紀勢線 135.0
3 東日本旅客鉄道 奥羽線 113.4
4 四国旅客鉄道 土讃線 91.3
5 九州旅客鉄道 日豊線 73.2
6 東日本旅客鉄道 五能線 68.4
7 北海道旅客鉄道 函館線 67.0
8 北海道旅客鉄道 宗谷線 63.7
9 東海旅客鉄道 紀勢線 59.2

10 北海道旅客鉄道 根室線 56.3
11 東日本旅客鉄道 磐越西線 46.2
12 東日本旅客鉄道 只見線 45.6
13 東海旅客鉄道 飯田線 45.4
14 東日本旅客鉄道 水郡線 43.0
15 西日本旅客鉄道 関西線 42.3
16 東日本旅客鉄道 米坂線 40.3
17 北海道旅客鉄道 室蘭線 39.6
18 東日本旅客鉄道 羽越線 38.3
19 東海旅客鉄道 高山線 35.5
20 東日本旅客鉄道 飯山線 35.2
21 東海旅客鉄道 中央線 34.3
22 九州旅客鉄道 日田彦山線 34.3
23 くま川鉄道 湯前線 33.7
24 西日本旅客鉄道 伯備線 32.2
25 九州旅客鉄道 豊肥線 31.6

 載対 道路  
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うな場合、例え鉄道による貨客混載を行ったとして
も、過疎地域内の配達を行う負担が発生する懸念が
ある。

営業所別に貨客混載対象路線を整理し、運転時間
の省力化時間からドライバー削減人数を算出した結
果を図 8 に示す。トラックドライバーの年間労働時
間は、既往事例を参考として 2,500 時間／年とする。
対象となる営業所数は 229 営業所である。図より、
69% の営業所が 0.1 人以下であり、最も削減人数が
多かった営業所でも 0.47 人であった。なお平均値
は 0.08 人であった。このことから、鉄道による貨
客混載はドライバーの顕著な人員削減をもたらす見
込めないものの、労働にわずかながらの余裕をもた
らす可能性があると解釈できる。

4．おわりに 

本研究は、地方の関係者が既存の鉄道路線で貨客
混載を実施することで想定されるメリットを、運送
ドライバー不足の解消という観点から定量化するこ
とを試みた。全国の過疎地域～運送会社の営業所間
を鉄道路線に置き換えることを想定して計算した結
果、年間で 48,326 時間の運転時間の削減が期待さ
れることがわかった。この結果は、営業所のドライ
バー人員を大きく削減できる効果は見込めないもの
の、労働にわずかながらの余裕をもたせることがで
きる可能性がある。 

本研究の限界は次のようなものがある。貨客混載

を実施することで、鉄道会社は新たな収入源を確保
できることが期待されるが、本研究ではデータの制
約から考察できていない。今後は貨客混載による
委託費を組み込むなどした検討が求められる。ま
た、本研究の検討結果は、過疎地域～運送会社間を
鉄道路線で一往復するという前提のもとに算出した
ものであるが、対象とした過疎地域の人口の平均は
16,685 人であり、疎地域の規模によっては、例え
ば 2 往復以上の需要が見込まれる可能性もある。さ
らに、本研究のような過疎地域の融合する方法を取
らず細分化することで、より細かな鉄道による貨客
混載という方法もある。以上の点を分析するなどし
て、貨客混載の可能性をより具体的に考察すること
が望まれる。□
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図 7 貨客混載対象の過疎地域と鉄道路線（拡大例）
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図 8 営業所別のドライバー削減人数


